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用語の定義 

 

 

Park-PFI 平成 29 年の都市公園法（昭和 31 年法律第 79 号）改正により新たに設けられた、飲

食店、売店等の公園利用者の利便の向上に資する公募対象公園施設の設置と、当

該施設から生ずる収益を活用してその周辺の園路、広場等の一般の公園利用者が

利用できる特定公園施設の整備・改修等を一体的に行う者を、公募により選定する

「公募設置管理制度」のこと。 

公募対象公園施設 都市公園法第 5 条の 2 第 1 項に規定する「公募対象公園施設」のこと。飲食店、売

店等の公園施設であって、都市公園法第 5 条第 1 項の許可の申請を行う事ができる

者を公募により決定することが、公園施設の設置又は管理を行う者の公平な選定を

図るとともに、都市公園の利用者の利便の向上を図る上で特に有効であると認められ

るもの。 

特定公園施設 都市公園法第 5 条の 2 第 2 項第 5 号に規定する「特定公園施設」のこと。公園管理

者との契約に基づき、公募対象公園施設の設置又は管理を行うこととなる者が認定

公募設置等計画に従い整備する、園路、広場等の公園施設であって、公募対象公

園施設の周辺に設置することが都市公園の利用者の利便の一層の向上に寄与する

と認められるもの。 

利便増進施設 都市公園法第 5 条の 2 第 2 項第 6 号に規定する「利便増進施設」のこと。Park-PFI

により選定された者が占用物件として設置できる自転車駐車場、地域における催しに

関する情報を提供するための看板、広告塔。 

公募設置等指針 Park-PFI の公募に当たり、都市公園法第 5 条の 2 の規定に基づき、地方公共団体

が各種募集条件等を定めたもの。 

公募設置等計画 都市公園法第 5 条の 3 の規定に基づき、Park-PFI に応募する民間事業者等が公園

管理者に提出する計画。 

設置等予定者 審査・評価により、最も適切であると認められた公募設置等計画を提出した者 

認定計画提出者 公園管理者が認定した公募設置等計画を提出した者 

設置許可 都市公園法第 5 条第 1 項の規定により、公園管理者以外の者が都市公園に公園施

設を設置及び管理することについて、公園管理者が与える許可。 

管理許可 都市公園法第 5 条第 1 項の規定により、公園管理者以外の者が都市公園内の公園

施設を管理することについて、公園管理者が与える許可。 

占用許可 都市公園法第 6 条の規定により、公園に公園施設以外の物件を設けて公園を占有

することについて、公園管理者が与える許可。 



 

はじめに 

 

都立公園は、取り巻く社会状況の変化や都民ニーズの多様化により、設え方や使い方に多様化や高度化、

柔軟性が求められるようになってきています。東京都は、これらに対応する取組の一つとして、民間のアイディ

ア等も取り入れながら、官民が連携・協働した公園の多面的な活用を推進しています。また、昨年度から続く新

型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、都民の暮らしや働く場において「新しい日常」の徹底と実践が求めら

れ、身近な屋外空間である都立公園は、憩いや安らぎ、健康づくり等の場として、その重要性が再認識されて

きています。働きの場として屋外テレワークなど、公園の新たな使い方や役割などにも変化が見られるようにな

っています。 

 

東京都はポスト・コロナを見据え、都立公園の有する多様なポテンシャルを更に発揮させることにより、新た

な都市生活や都市活動のニーズに対応し、公園で過ごす時間をより一層魅力的なものに変えていくため、都

市公園法に基づく公募設置管理制度を活用し、民間との連携による都立公園の整備・管理運営に向けた取組

を進めることとしました。 

 

都立明治公園（以下「明治公園」という。）は、1964 年東京オリンピックの開催にあわせて整備された記念す

べき都立公園です。開園から 50 年以上が経過した現在、本公園の周辺では、東京 2020 大会に向けて新国

立競技場が建設されるとともに、スポーツクラスターと魅力ある複合市街地の実現を目指す神宮外苑地区のま

ちづくりや都市再生の取組が進められ、大きく変化しようとしています。 

 

東京都は、こうした公園周辺のまちづくりにあわせて、本事業対象区域の整備や管理運営を実施する民間

事業者を公募し、民間との連携により魅力的な都立公園の創出を図っていきます。 

 

本指針は、以上のことを踏まえ、明治公園において公募設置管理制度による事業を実施する者を公募する

ためのものです。 

 

本事業により、これまで以上に民間の自由で柔軟な発想や企画力を発揮できる機会を提供して明治公園の

魅力向上を図るとともに、周辺のまちや様々な施設との連携などにより、本公園を含めた地域全体の魅力向上

にも繋がる取組となることを期待しています。 
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第１章 事業概要 

１．名称 

この事業の名称は「明治公園整備・管理運営事業」（以下｢本事業」という。）とします。 

 

２．明治公園の概要 

明治公園は、国立競技場が昭和 39 年東京オリンピック大会の主会場に決定された際に整備することとなり、

これまで都立公園として都民に親しまれてきました。本公園は、新国立競技場の建設を契機に再編され、新国

立競技場、神宮球場、東京体育館等の運動施設や文化施設等が集積する神宮の森に囲まれています。 

周辺は高密度な土地利用が図られている地域であり、明治公園は貴重な緑豊かなオープンスペースである

とともに、東京都地域防災計画において震災時の避難場所にも位置づけられています。 

 

○明治公園の概要 

 

３．事業対象区域 

本事業の事業対象地と事業対象施設を併せて事業対象区域とします。 

 

 

 

 

公園所在地 東京都新宿区霞ヶ丘町地内、渋谷区千駄ヶ谷一丁目地内、渋谷区神宮前二丁目地内 

都市公園の種類 総合公園 

既開園面積 28,238 ㎡  

新規開園予定面積 33,499 ㎡ 

【 明治公園全体図 】 

  

ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ

準備局による管理

（既開園地） 

約 2.8ha  

事業対象区域

（管理運営） 

事業対象地（整備及び管理運営） 

約 1.6ha 

JSC(日本スポーツ振興センター)による管理 約 1.4ha 

事業対象地（整備及び管理運営）                                約 1.6ha※ 
整備済事業対象施設：歩行者デッキ１号、２号（管理運営）         約 0.5ha※ 
事業対象区域                                         約 2.1ha  
ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ準備局が設置許可により管理する区域（既開園地）約 2.8ha 
JSC(日本スポーツ振興センター)が設置許可により管理する区域      約 1.4ha※                     

整備済事業対象施設：歩行者ﾃﾞｯｷ 1 号（管理運営） 

新国立競技場 

整備済事業対象施設：歩行者ﾃﾞｯｷ 2 号（管理運営） 

※新規開園予定面積 約 3.3ha（1.6+0.5+1.4-0.2）事業対象地と事業対象施設の重なる部分約 0.2ha を除く面積 
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○事業対象地の概要 

 

○事業対象施設の概要 

 

４．本事業対象地の整備計画 

東京都公園審議会の答申を踏まえ、「都立明治公園の整備計画」を策定しています。 

整備計画における、本事業対象地の計画テーマ、コンセプト、ゾーニングは以下のとおりです。詳細について

は下記ウェブサイトを参照してください。 

 https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/content/000048163.pdf 

 

（１）計画テーマ 

人々と深いかかわりを持ち、明媚な自然を呈する渋谷川が流れていた土地の歴史をふまえつつ、皇居か

ら神宮内苑、代々木公園に至る緑地帯を形成し、時代を超えて継承される杜の中で、まちに暮らす人や働く

人、訪れる人等の交流を促進し、新たな価値を生み出す場を目指し、計画テーマを「100年後も続く 未来を

創造する 緑にふれあえる公園」とする。 

 

（２）計画コンセプト 

公園所在地 東京都新宿区霞ヶ丘町地内、渋谷区神宮前二丁目地内 

都市計画等の条件 

１  第一種住居地域、容積率 400%、 

防火地域、第二種文教地区 

2  第一種中高層住居専用地域、容積率 300%、 

準防火地域、第一種文教地区 

面積 16,179 ㎡  

建築可能面積 

1,920 ㎡ を上限とする 

（歩行者デッキ 2 号の既存 EV 棟（建築面積 30.83 ㎡）と、本事業で建築

物として整備する全ての施設の合計面積） 

歩行者デッキ 1 号 

構造 
 上部構造：鋼箱桁ラーメン橋 

 下部構造：鋼製鉄脚、杭基礎 

面積 1,786 ㎡ 

竣工 令和元年 11 月 

歩行者デッキ２号 

構造 
 上部構造：鋼箱桁ラーメン橋 

下部構造：鋼製鉄脚、杭基礎 

面積 3,000 ㎡ 

竣工 令和元年 11 月 

https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/content/000048163.pdf
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 計画テーマを具現化するための計画コンセプトを以下の 2 つとする。 

① みどりと水景観の創出 

      新国立競技場、周辺緑地と繋がる多様性に富んだ緑の拠点として持続的成長が可能な 100 年の杜

と、かつての渋谷川の流れを意識した水景観を形成する。 

② 地域のにぎわい創出 

      交通利便性や周辺の多様な施設を活かした都市の中の魅力的な公園を形成し、多世代交流の場

やコミュニティ活動の中心となるような広場空間を創出する。 

 

（３）ゾーニング 

   整備計画のコンセプト及び計画地の立地

特性等を踏まえ、「豊かなみどりのゾーン」と

「にぎわいと交流のゾーン」を配置する。 

    自然に親しみ、憩い、集える多様な交流空

間として、安全安心に十分に配慮しながら、

明治神宮外苑及び周辺のまちづくりと整合を

図りつつ、２つのゾーンが相乗的に賑わいを

生み出すとともに地域の回遊性を高めるよう

整備する。また、訓練活動や来園者の防災意

識の向上の場としても活用できる、広場等の

施設整備を行うなど避難場所に指定された防

災公園としての機能の充実を図る。 

 

① 豊かなみどりのゾーン 

隣接する新国立競技場や日本スポーツ協会・日本オリンピック委員会新会館等のみどりと一体となった

空間とするとともに、神宮外苑から新宿御苑の一帯の緑地を構成し、未来に継承される杜として、地域に

適した植物からなる樹林を創出するゾーン。 

-1 都心部にある貴重な緑空間として、多様な生物の生息・生育空間に配慮するとともに、ヒートアイラ    

ンドなどの熱環境の改善に貢献する。 

-2 散策や休憩などを楽しんだり、杜づくりに携わることを通じて、緑や歴史を身近に感じられる憩いの

場とする。また、起伏を活かし、新国立競技場や神宮外苑等のまとまった周辺施設の緑と連続した景

観を形成していく。 

-3 公園と隣接する公開空地等との調和や緑の連続性、利用の一体性を確保するとともに、周辺施設と

連携して運営していく。 

② にぎわいと交流のゾーン 

新国立競技場や神宮外苑とまちを結ぶエリアとして、交流施設やイベント等を通じて人々が交流する   

ことで利用の回遊性を高め、賑わいを創出し、まちに活力を生み出すとともに、渋谷川が流れていた歴   

史を感じることができるゾーン。 

-1 地域に暮らす人々と周辺施設への来訪者との新たな交流やつながりが生まれる場となるよう、イベ

【明治公園ゾーニング図】 

にぎわいと交流の
ゾーン 

豊かなみどりのゾーン 

新国立競技場 
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ントスペース等として活用可能な広場機能を持たせる。 

-2  かつての渋谷川の記憶を伝え、広場と一体となった誰もが親しめる水景観を形成する。 

-3  多くの人が集い楽しめるよう、民間ならではの新しい発想を積極的に取り入れ、時代に即した多様

なニーズに対応したにぎわい施設を整備する。 

 

５．事業範囲 

（１）事業内容 

①公募対象公園施設の整備及び管理運営        P.6～P.10 

②特定公園施設の整備（旧都営住宅杭基礎等の除却含む） P.10～P.15 

③特定公園施設及び歩行者デッキ 1 号・2 号の管理運営   P.16～P.17  

④利便増進施設の設置及び管理運営 ※任意提案     P.15～P.16 

⑤魅力向上事業の実施                     P.17～P.18 

 

・ 社会状況の変化に伴う多様なニーズに対応した公園整備及び管理運営を行うため、Park－PFI 制度を活用

し、本事業対象地に公募対象公園施設（収益施設）を設置するとともに、特定公園施設（園路や広場等の

公園施設）の整備を行ってください。 

・ 本事業対象地には旧都営住宅の杭基礎等が残置されています。杭及び擁壁・階段等を除却してください。 

  ・ 認定計画提出者は明治公園（事業対象区域）の指定管理者として、特定公園施設及び歩行者デッキ 1 号・

2 号の管理運営を行う予定です。 

・ Park－PFI 制度を活用することにより、公園の魅力向上並びに、公募対象公園施設による収益を還元し、  

特定公園施設の整備及び事業対象区域の管理に係る東京都の負担を低減してください。             

（２）費用負担及び役割分担 

項目 
公募対象 

公園施設 

特定公園施設 

（旧都営住宅杭基礎

等除却含む） 

歩行者デッキ 

1 号・2 号 
利便増進施設 

整
備
（
設
計
等
含
む) 

施工者 認定計画提出者 認定計画提出者 

 

 

 

認定計画提出者 

費用 

負担 
認定計画提出者 

認定計画提出者と

東京都 
（P.15 参照） 

認定計画提出者 

許可等 
認定計画提出者が設置

許可を受けて整備 

協定を締結し認定

計画提出者が整備 

認定計画提出者が占用

許可を受けて設置 

管
理
運
営 

実施 

主体 
認定計画提出者 認定計画提出者 認定計画提出者 

費用 

負担 
認定計画提出者 

認定計画提出者と東京都 
（P.16 参照） 

認定計画提出者 

許可等 
認定計画提出者が設置

許可を受けて管理運営 

認定計画提出者が明治公園の指定管理者

の指定を受けて管理運営 

認定計画提出者が占用

許可を受けて管理運営 
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●設置許可の更新 

（３）事業期間 

 

R3.12 R4.3 R4 R5.10 R14.4 R24.3 

  

 

 

協議･ 

設計 

  

工事 

 

公募対象公園施設の供用期間（約 18 年程度） 

公募対象

公園施設の

解体     

公募対象公園施設の設置許可 公募対象公園施設の設置許可 

（10 年）      （10 年）     

 

特定公園施設と歩行者デッキ

1 号・2 号の指定管理 

 特定公園施設と歩行者デッキ 1 号・2 号

の指定管理 

（約８年半予定）        （約 10 年予定）     

公募設置等計画の認定の有効期間（20 年） 

 

・ 本事業の事業期間は工事着手日から 20 年であり、公募設置等計画の認定の有効期間は、公募設置等

計画の認定日に関わらず、工事着手日から 20 年間とし、設計、工事及び事業終了前の公募対象公園施

設の解体・原状復旧に要する期間を含みます。 

・ 公募対象公園施設の設置許可期間は、工事着手日からの 10 年とし、認定計画提出者からの更新申請

により、10 年の更新ができます。 

・ 特定公園施設と歩行者デッキ 1 号・2 号の指定管理期間は、供用を開始する令和 5 年 10 月から事業の

終了となる令和 24 年 3 月までの約 18 年半を予定しています。（最初の指定期間は令和 13 年度までで、

再度特命選定を行う予定です） 

（４）公募スケジュール 

 

  

事      項 日        時 

公募設置等指針の配布 令和 3 年 3 月 31 日(水)～5 月 28 日(金) 

現場見学会参加申込期限 令和 3 年 4 月 7 日(水)17：00 まで 

現場見学会 令和 3 年 4 月 16 日(金) 

質問書受付 令和 3 年 4 月 16 日(金)～4 月 26 日(月)17：00 まで 

質問書最終回答期限 令和 3 年 5 月 21 日(金) 

応募登録 令和 3 年 5 月 24 日(月)～5 月 28 日(金)17：00 まで 

公募設置等計画の受付 令和 3 年 8 月 30 日(月)～9 月 3 日(金)17：00 まで 

公募設置等計画の評価・選定（応募
者によるプレゼンテーションを含む） 

令和 3 年 9 月～10 月（予定） 

設置等予定者の選定結果通知 令和 3 年 10 月（予定） 

【事業期間】 

計
画
認
定
・基
本
協
定
の
締
結 

実
施
協
定
の
締
結 

 

●特命選定 
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（５）事業スケジュール（予定） 

 

・ 令和 5 年 10 月までには供用開始してください。認定計画提出者の提案及び都との協議により、運営開始

時期を早めることができます。 

 

第２章 公募対象公園施設等の設置等に係る事項  

１．公募対象公園施設の種類 

公募対象公園施設は、都市公園法第５条の２第 1 項及び都市公園法施行規則第３条の３に規定されている

休養施設、遊戯施設、運動施設、教養施設、便益施設、展望台又は集会所であって、当該施設から生ずる収

益を特定公園施設の建設に要する費用に充てることができると認められるものとし、公園施設に該当しないも

のは認められません。 

公募対象公園施設として求めるものは以下のとおりです。 

 

① 快適な滞在空間で飲食を楽しむことができる施設 

② 広場や樹林地を活用したアクティビティーやリラクゼーションを提供する施設 

周辺緑地と繋がる多様性に富んだ緑の拠点に、地域のにぎわいを創出し、魅力を高めるものとしてください。 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大状況等に応じて屋内外空間で快適に過ごせる提案としてください。 

 

・ 上記の目的に加えて、民間事業者の自由な発想による新たな施設を提案することができます。 

・ 明治公園の整備計画に沿った公園施設である提案理由を添えて、公募対象公園施設を提案してくださ

い。 

・ 公募対象公園施設は公園利用者へのサービス向上だけでなく、地域全体の魅力向上や活性化に資す

ることが求められます。 

・ なお、都市公園は、一般公衆の自由な利用に供される公共施設であることから、騒音の発生等により他

の利用者による公園利用を著しく阻害するような施設は認められません。また、周辺環境との調和に配慮

してください。 

 

事      項 日        時 

公募設置等計画の認定 令和 3 年 12 月 

基本協定の締結 令和 3 年 12 月 

実施協定の締結 令和 4 年 3 月末 

認定計画提出者による工事 令和 4 年 4 月～令和 5 年 10 月 

供用開始 令和 5 年 10 月 

事業終了 令和 24 年 3 月末 
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２．公募対象公園施設の場所 

・ 公募対象公園施設の設置が可能な場所は、右図に示す事

業対象地内とします。公募対象公園施設の設置場所はP.3の

明治公園ゾーニング図に示す「にぎわいと交流のゾーン」とし

ますが、「豊かなみどりのゾーン」にも追加して設置することも

可能です。 

・ 公園利用者の滞留等が周辺道路の通行に影響を及ぼさない

よう、施設の配置等に留意してください。 

 

３．公募対象公園施設の設置又は管理の開始の時期 

   ・ 公募対象公園施設の設置許可の開始時期は、工事着手日  

である令和４年４月以降となる予定です。 

 

４．公募対象公園施設の使用料の額の最低額等 

・ 設置許可面積には、施設の建築面積以外に、有料の屋外遊戯エリアやカフェのオープンテラスなど公募

対象公園施設の利用者のみを対象とした屋外部分の面積も含まれます。設置許可面積の決定に当たっ

ては、設計協議を経て、認定計画提出者からの最終的な計画内容を踏まえて東京都が決定します。 

・ 土地使用料単価は、以下の最低額以上としてください。複数の公募対象公園施設を設ける場合、いずれ

の施設も同額の土地使用料単価となります。 

■土地使用料単価の最低額： 2，984 円／㎡・月（令和３年４月１日時点） 

・ 土地使用料は、四半期ごとに東京都が発行する納入通知書により支払ってください。 

・ 土地使用料は、設置許可の日から発生します。期間が一月に満たない端数があるときは、日割りで計算

します。 

・ 東京都立公園条例施行規則の改正により、東京都立公園条例施行規則で定める土地使用料単価が、

公募設置等計画に記載された土地使用料単価を超えた場合は、東京都立公園条例施行規則で定める

土地使用料単価となります。 

・ また、公募対象公園施設で使用する上下水道・ガス・電気等の地下管路を、設置許可範囲外に敷設する

場合は、東京都から占用許可を受けた上で、所定の占用料を東京都に納付してください。 

・ インフラの占用料は、管の種別及び長さに基づき以下のとおり算出され、占用許可の日から発生します。

期間が一月に満たない端数があるときは、日割りで計算します。引込みに当たっては、園内の施設に影響

のないよう、各企業者及び東京都と調整してください。 

種別 単位 金額 

水道管 

下水道管 

ガス管 

地下電線 

外径 40cm 未満のもの 
１m 当たり 

１月 

205 円 

（令和３年４月１日時点） 

外径 40cm 以上 

１m 未満のもの 

513 円 

（令和３年４月１日時点） 

≪占用料の計算例≫ 

【公募対象公園施設設置可能場所】 

  

事業対象地 
（約 1.6ha） 
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水道、下水道、ガス、電気の外径 40cm 未満の地下管路をそれぞれ 50m 敷設した場合 

インフラの占用料（月額）＝205 円×50ｍ×4 本＝41,000 円 （令和３年４月１日時点） 

※東京都立公園条例施行規則の改正により、占用料が変更となった場合には、変更後の占用料によ   

  り算出します。 

・ 下記の通り保証金を支払うものとします。 

事業者は、保証金として、以下の計算式に基づいた金額を、別途東京都の定める期日までに東京都に預

託してください。保証金は、事業者の瑕疵により公園に大きな損害を与えた場合や、事業者の責めに帰

すべき事由により事業終了前に店舗が閉鎖された場合の保証金として預託するもので、保証対象事項が

発生しなかった場合は、事業期間終了時に返金します。なお、保証金には利息を付さないものとします。 

≪計算式≫ 保証金＝土地使用料３ヶ月分＋工事予定額の１／10 

 

５．公募対象公園施設の整備に関する条件 

・ 建築面積は、歩行者デッキ 2 号の既存 EV 棟（建築面積 30.83 ㎡）と、本事業で事業対象地内に特定公

園施設として建築するトイレ等と合わせて合計 1,920 ㎡以内としてください。 

・ 工事着手前に東京都から都市公園法第５条の規定に基づき設置許可を受ける必要があります。 

・ 有料の屋外遊戯エリアやカフェのオープンテラスなど、建築面積が発生しない公募対象公園施設につい

ての面積の上限はありませんが、都市公園が、一般公衆の自由な利用に供される公共施設であることに

鑑みた規模の提案としてください。 

・ 設置する公募対象公園施設は、各種法令に適合した建築物等としてください。 

・ 公募対象公園施設の設計・工事に必要な各種法令に基づく許認可等は、認定計画提出者が取得してく

ださい。 

・ 設置した施設、設備等は、認定計画提出者が事業期間中所有し、建物については、自己名義で所有権

の登記をすることが可能です。名目の如何に関わらず、第三者への転売、譲渡等、所有権の移転はでき

ません。 

・ 配置計画及びデザインは公園の景観や緑と調和するものとしてください。敷地の境界、建物の入口、内

装等については、来園者が利用しやすい形状にするとともに、周辺園地との連続性に配慮してください。

ユニバーサルデザインに配慮し、「都市公園の移動等円滑化整備ガイドライン【改訂版】（国土交通省）」、

「東京都福祉のまちづくり条例」、「東京都立公園における移動等円滑化の基準に関する条例」に基づい

た計画としてください。 

・ 遊戯施設を設置する場合は「都市公園における遊具の安全確保に関する指針（改訂第２版）（国土交通

省）」、「遊具の安全に関する規準」（一般社団法人公園施設業協会）に基づく安全を確保してください。 

・ 公募対象公園施設内に、公募対象公園施設を利用しない公園利用者も利用できるトイレを整備してくだ

さい。 

（１）工事について 

・ 工事計画について、東京都と協議を行った上で、できるだけ速やかに整備を行ってください。 

・ 工事の施工に当たっては、特に次の事項について東京都及び必要に応じて新宿区や渋谷区の指示に

従ってください。 

   （ア） 防音対策 
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   （イ） 交通安全対策 

   （ウ） 工事車両の搬出入経路 

   （エ） 工事騒音や振動 

   （オ） その他必要となる事項 

・ 工事に際しては、認定計画提出者の責任で近隣住民等を対象に説明を行ってください。 

・ 施設に必要なインフラは、認定計画提出者の負担により、各インフラ管理者と協議の上整備してください。

原則として、特定公園施設とは独立して設けるものとします。 

・ 原則として、認定の有効期間が満了するまでに、認定計画提出者の責任及び負担において、公募対象

公園施設部分を撤去し、原状回復して返還してください。事業が中止された場合も同様とします。ただし、

原状回復の内容及び範囲については、原状回復を行う前に東京都と協議して決定することとします。 

 

６．公募対象公園施設の管理運営に関する条件 

・ 認定計画提出者の責任で管理運営を行ってください。 

・ 公募対象公園施設の運営に当たっては、各種法令を遵守するほか、東京都からの公園管理に係る指導、

指示に従ってください。 

・ 営業に必要な各種法令に基づく許認可等は認定計画提出者が取得してください。 

・ 持続的に運営可能な事業計画としてください。 

・ ホスピタリティある質の高いサービスを提供してください。 

・ 特定公園施設と一体的に魅力増進を図れるような管理、運営内容としてください。 

・ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大状況等に応じた管理運営を行ってください。 

（１）サービス内容 

・ 公募対象公園施設は、公園特性や利用状況、来園者のニーズを把握し、公園利用者にとって魅力ある

サービスを提供するものとしてください。 

・ ただし、サービスは以下の各項目に該当しないものとします。 

（ア） 公園との関連性が低く、東京都が必要とみなすことができないと判断するもの 

（例） 公園利用に関係のない物品、公園で利用するには危険を伴う物品の販売等 

（イ） 公園管理上及び公園周辺に特に支障を与えるおそれがあるもの 

（例） 騒音や悪臭など周辺環境を著しく損なうもの、周辺に危険が及ぶおそれがあるもの等 

（ウ） 政治的又は宗教的な内容を取り扱うもの 

・ 公園利用者の利便性を考慮し、原則通年営業としますが、定休日を設ける場合は、土曜日、日曜日及び

祝日以外としてください。（年末年始は定休日としても差し支えありません） 

（２）車両の搬出入 

・ 材料の搬入やごみの搬出等に当たっては、公園管理に支障がないよう、車両の大きさや時間、搬入路等

を制限することがあります。また、園路に長時間車両をとめることのないよう、搬入スペース 

を設けてください。 

（３）廃棄物処理 

・ 施設の運営に伴う廃棄物の処理（保管、搬出、処分等）は、認定計画提出者の責任において法令に則り
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適正に行ってください。 

（４）その他 

・ 営業時間の変更や店舗の改装などを行う場合は、事前に東京都に協議してください。 

・ 施設、機器等の不備又は施設管理上の瑕疵により公園施設又は第三者に被害を及ぼしたときは、速や

かにその補填、または賠償の責に応じてください。そのため、施設賠償保険など、リスクに応じた保険に加

入してください。 

 

７．特定公園施設の建設に関する事項 

・ 特定公園施設の調査・測量・設計・工事は全て認定計画提  

出者が行うものとします。 

・ 特定公園施設の建設範囲は右図に示す事業対象地から公

募対象公園施設を除いた範囲です。明治公園の整備計画に

基づいた特定公園施設を建設してください。 

・ 特定公園施設の建設に必要な各種法令に基づく許認可等

は、認定計画提出者が取得してください。 

・ 明治公園は東京都地域防災計画に基づき避難場所に指定

されているため、震災時利用にも配慮した施設としてくださ

い。 

（１）特定公園施設の設計 

・ 認定計画提出者は、設計協議期間に特定公園施設の設計  

図書、工事工程表等を東京都に提出し、承諾を得てくださ   

い。 

・ 設計の内容と提案内容に相違がある場合、東京都は認定計画提出者に修正を求める場合があります。 

・ 認定計画提出者は、やむを得ない理由により、提案内容を変更する必要が生じた場合は、東京都と協議

の上、提案主旨に逸脱しない範囲で変更できるものとします。 

・ 特定公園施設の設計に当たっては、東京都建設局制定の「設計委託標準仕様書」を参考にしてください。 

・ 各種施設設計に当たっては、以下の手引きを参考にして最新の関係法令等に準拠してください。なお、

下記（ア）～（ク）の各種手引き類は応募登録者に別途貸与します。 

（ア） 公園設計の手引き 

（イ） 公園設計マニュアル 

（ウ） 公園電気設計の手引き 

（エ） 公園機械設備設計の手引き 

（オ） 公園トイレ設計の手引き 

（カ） 公園サイン設計の手引き 

（キ） 東京都立公園における移動等円滑化の基準に関する条例バリアフリーマニュアル 

（ク） 防災公園 計画・設計・管理運営ガイドライン 

（ケ） 東京都建設局 「道路工事設計基準」 

【特定公園施設建設範囲】 

  

事業対象地 
（約 1.6ha）から 
公募対象公園施設

を除いた範囲 
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（コ） 東京都財務局建築保全部 「構造設計指針」 

※ （コ）は、次の東京都財務局ホームページから入手できます。 

   (https://www.zaimu.metro.tokyo.lg.jp/kentikuhozen/eizen/itaku.html) 

・ 東京都は特定公園施設の設計図書の内容が、東京都の設計基準に満たないと判断した場合や、意匠、

構造等、維持管理等が支障となる恐れがある場合は、認定計画提出者の責任及び費用において修正す

ることを求めることができるものとします。 

・ 構造計算書等、設計の根拠資料を東京都に提出してください。 

・ ユニバーサルデザインに配慮してください。「都市公園の移動等円滑化整備ガイドライン【改訂版】（国土

交通省）」、「東京都福祉のまちづくり条例」、「東京都立公園における移動等円滑化の基準に関する条例」

に 基 づ い た 計 画 と し て く だ さ い 。 「 東 京 都 福 祉 の ま ち づ く り 条 例 施 設 整 備 マ ニ ュ ア ル 」

https://www.fukushihoken.metro.tokyo.lg.jp/kiban/machizukuri/manual.html、「都立建築物のユニバー

サルデザイン導入ガイドライン」を参照してください。 

・ 遊戯施設を設置する場合は「都市公園における遊具の安全確保に関する指針（改訂第２版）」（国土交通

省）、「遊具の安全に関する規準」（一般社団法人公園施設業協会）に基づく安全を確保してください。 

・ 環境負荷低減、建物リサイクル等環境保全に配慮した提案としてください。 

・ 整備後の管理修繕費の低減に配慮した計画としてください。 

（２）特定公園施設の工事 

・ 認定計画提出者は工事着手前に、工事現場の運営・管理等を行う工事責任者を設置して、東京都に報

告してください。 

・ 建設に際しては、工事の施工に関する法令及び東京都建設局が定める「東京都土木工事標準仕様書」、

「東京都建築工事標準仕様書」、「東京都電気設備工事標準仕様書」、「東京都機械設備工事標準仕様

書」並びに工事の施工方法に関する東京都発行の下記に記載する基準類、国土交通省が設定している

公的基準等に従って施工してください。 

・ 工事の施工に当たっては、下記に示す図書を準拠してください。 

（ア） 東京都建設局 「土木材料仕様書」 

（イ） 東京都建設局 「建設局材料検査実施基準」 

（ウ） 東京都建設局 「土木工事施工管理基準」 

（エ） 東京都建設局 「工事記録写真撮影基準」 

（オ） 東京都建設局 「受注者等提出書類処理基準・同実施細目」 

（カ） 東京都建設局  「建設局標準構造図集」 

（キ） 東京都建設局  「電子納品運用ガイドライン」 

（ク） 東京都「東京都建設リサイクルガイドライン」 

（ケ） 東京都「東京都環境物品等調達方針」 

（コ） 東京都「東京都建設泥土リサイクル指針」 

（サ） 東京都建設局土木工事積算体系図集 

（シ） 東京都「工事に伴う環境調査標準仕様書及び環境調査要領」 

（ス） 東京都財務局 「工事記録写真撮影要領」 

（セ） 東京都財務局 「材料検査実施基準」 

https://www.zaimu.metro.tokyo.lg.jp/kentikuhozen/eizen/itaku.html
https://www.fukushihoken.metro.tokyo.lg.jp/kiban/machizukuri/manual.html
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※ （ア）、（ウ）、（オ）、（キ）、（サ）は、次の東京都建設局ホームページから入手できます。 

（http://www.kensetsu.metro.tokyo.jp/ukeoi/index.html） 

※ （ク）、（ケ）、（コ）は、次の東京都都市整備局ホームページから入手できます。 

（http://www.toshiseibi.metro.tokyo.jp/seisaku/recy/index.html） 

  ※（ス）、（セ）は、次の東京都財務局ホームページから入手できます。 

  （https://www.zaimu.metro.tokyo.lg.jp/kentikuhozen/eizen/kouji.html） 

・ 標準仕様書、適用図書のうち、この工事に該当しない工種・項目等については適用しないものとします。 

・ 公園と隣接する施設の境界に境界ブロックを設置するなどにより、管理上の区分が明確に分かるようにし

てください。 

･ 現在道路（歩道）と公園の境界に設置してある既存境界ブロックについては、撤去しないでください。北 

側の新宿区道との境については一部工事施工時に境界を確定するものがありますので、施工時に東京

都の指示に従ってください。 

・ 認定計画提出者は特定公園施設の建設後、東京都に完了報告を行うと共に、整備した特定公園施設に

ついて東京都の完了検査を受けてください。 

・ 検査合格後は東京都へ引渡してください。所有権移転及び引渡しに伴う諸条件については、実施協定 

で定めます。 

・ 特定公園施設に瑕疵があるときは、東京都は認定計画提出者に瑕疵の補修又は損害賠償を求めること

ができるものとします。詳細は実施協定で定めます。 

・ 上記に定めのない場合は、東京都と協議の上、適切に施工してください。 

（３）残置物について 

・ 事業対象地には旧都営住宅（霞ヶ丘アパート）の杭基礎等が残置されています（別紙１）。今回の整備に

合わせ、杭及び擁壁・階段等を全て除却してください。なお、杭基礎等の除却費は東京都が負担します。 

・ 霞ヶ丘アパート建設以前の旧建物構造物が地中残置物として残っている可能性がありますので、何らか

の地中残置物が発見された場合は、その取扱及び調査・撤去等について東京都と協議を行ってください。

旧建物構造物の配置は別紙１の 9 を参照してください。 

（４）施設整備について 

①園路・入口 

・ 地域の回遊性を高める園路・入口を整備してください。 

・ 地区内の隣接する JAPAN SPORT OLYMPIC SQUARE（日本スポーツ協会本社ビル）及び民間集合住

宅のオープンスペースとは、互いに出入りができる園路を計画して下さい。 

・ 舗装材は雨の日でも滑りにくい素材としてください。 

・ 管理車両及び緊急車両の通行を想定し、通行の可能性のある部分は車両通行に対応した幅員や舗装

仕様等とするとともに、歩行者の安全等に配慮した計画としてください。 

・ 震災時に、要配慮者※を含む園内被災者が、公園管理所周辺等まで安全かつ速やかに移動できる園路

を整備してください。（※「東京都地域防災計画 震災編」444 頁 発災時の備え、発災時の避難行動、避

難後の生活などに各段階において特に配慮を要する者。具体的には、高齢者、障害者、難病患者、乳幼

児、妊産婦、外国人等を想定。） 

http://www.kensetsu.metro.tokyo.jp/ukeoi/index.html
http://www.toshiseibi.metro.tokyo.jp/seisaku/recy/index.html
https://www.zaimu.metro.tokyo.lg.jp/kentikuhozen/eizen/kouji.html
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・ 公園の入口（避難入口）は、園路を通じて広場に出やすいよう整合をとって配置するようにしてください。 

②広場 

・ 様々なイベントに活用でき、憩いの場所ともなる広場を整備してください。 

・ 広場は避難場所としての活用も想定した配置や面積となるよう整備してください。 

③敷地造成 

・ 敷地の現況は別紙２の事業対象地現況平面図を参照してください。 

・ 隣接する施設や道路（歩道）から、高低差を設けずに入れるよう、周辺地盤高に摺り付けてください。敷地

は東側から西側にかけて、緩やかな下がり勾配となるよう整備してください。 

・ 敷地造成に当たっては、排水機能の確保に十分配慮してください。 

・ 敷地西側中央に暗渠遺構があります。これはかつてこの地が練兵所であった時代に水路として使用して

いたものです。提案によっては、新宿区教育委員会との協議結果をふまえる必要があります。なお、この

遺構は東側に延長している可能性があります。 

④樹木及び植栽 

・ 明治公園の整備計画に基づき、新国立競技場、周辺緑地とつながる多様性に富んだ緑の拠点となるよう

植栽計画を立ててください。 

・ 植栽地盤はがれき等のない土を使用し、樹木等に必要な土壌深さを確保してください。                                                                                                                             

・ 豊かなみどりのゾーン内に在来種等の地域に適した植物からなる樹林地を都民協働により創出する計画

を入れるものとし、当該植栽地約 3,000 ㎡を確保してください。また、樹木の良好な生育を図る植栽基盤

や樹木管理に必要となる設備等の整備を行ってください。都民協働による植樹の進め方や樹木管理は、

都と協議して行うものとします。 

・ 別紙２の事業対象地現況平面図に示した位置にイチョウの木が二本あります。この木を活かす計画として

ください。原則移植は不可とします。 

・ 事業対象地内にある樹齢 1000 年の鉢植えのオリーブの木については、にぎわいと交流のゾーン内に地

植えする計画としてください。（別紙３参照） 

⑤水景施設 

・ にぎわいと交流のゾーンに、かつての渋谷川の記憶を伝え、広場と一体になった誰もが親しめる水景観

を形成する計画としてください。夏季には子どもが遊べる水景施設としてください。 

⑥ベンチ等 

・ だれもが休憩等の用途で利用できる、ベンチ等を設置してください。 

⑦手洗い場・水飲み場 

・ だれもが手洗いや水分補給等の用途で利用できる、手洗い場、水飲み場を設置してください。 

⑧管理所整備 

・ 公園利用に関する総合的な案内窓口となる管理拠点（以下管理所という。）を必ず設置してください。な

お、管理所は、認定計画提出者が提案し、東京都と協議の上決定する指定管理業務を遂行するための

機能を満たす必要があります。別紙６の都立明治公園指定管理者管理運営要綱（案）を参照してください。

鉄骨平屋建てで建築面積 100 ㎡程度を想定しています。 

⑨トイレ 

(ア)常設トイレ 
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・ トイレはゾーンごとに少なくとも一か所ずつ、公募対象公園施設とは独立して設けてください。穴数は合計

で男性用 1６（小 1２大 4）、女性用１０、だれでもトイレ 2 以上とします。 

・ 利便性が高く、清潔で、誰でも快適に利用できるものでかつ耐久性が高いものであれば、構造について

は限定しません。 

（イ）防災トイレ 

・ 防災トイレの穴数は 11 穴とし、防災対応常設トイレの採用により常設トイレと兼ねることも可能です。 

・ 屋外に設置するマンホール型の防災トイレ上部に設置する目隠しテント(及び便座)の保管場所となる倉

庫を常設トイレ等に確保してください。 

・ 周辺下水本管の耐震化が未実施のため防災トイレの汚水は、汲み取り式としてください。 

⑩案内板 

・ 利用者が認識しやすい位置に総合案内板並びに公園内の施設及び公共交通機関などの行き先を示す

誘導表示等の案内板を設置してください。 

・ 案内サインの公園名、凡例の説明、規制・利用指導、制札サインの規制・利用指導に使用する言語は、

日本語・英語・中国語・韓国語の４言語表記を基本とします。 

⑪インフラ（電気・ガス・上下水道） 

・ 電気については、敷地に引き込んである場所から受電してください。容量が足りないときは契約電力を変

更してください。 

・ 下水道については、外苑西通りに排水する既存の管渠等があります。別紙２、別紙４を参照してください。 

・ その他ガス、上水道等、必要となるインフラについては、認定計画提出者がインフラ管理者の担当窓口で

確認・調整し、東京都と協議の上、公園区域外から直接引込工事を行ってください。 

⑫照明施設 

・ 夜間も安全に利用できる照明計画を提案してください。 

・ 保管されている非常用照明灯が６基あるので再利用してください。(別紙５参照) 

⑬放送設備 

・ 園内放送用の放送設備を計画してください。防災用放送設備としても使用できるものとしてください。 

⑭その他の防災施設等 

・ 入口表示灯、非常用発電設備、情報提供施設（デジタルサイネージ）等を整備してください。詳細は防災

公園 計画・設計・管理運営ガイドラインを参照してください。 

・ 保管されている入口表示灯が 1 基あるので再利用してください。(別紙５参照) 

・ 地域の消防訓練に使用する 10×50 メートルのオープンスペースを確保し、４ｔ車利用可能となる舗装構

造としてください。オープンスペースへ続く入口は消防指揮車（幅 2.3 メートル程度）が乗り入れできる形

状、構造としてください。 

⑮明治公園のデッキ下について 

・ 事業対象地は、新国立競技場とつながる歩行者デッキ 2 号下の土地が含まれています。デッキ下を有効

に活用する整備と利用方法を提案してください。 

⑯旧明治公園にあった工作物 

・ 旧明治公園にあった工作物（石塔、石灯篭、五重塔、オリンピック記念碑、防災用照明設備等）につい

て、耐震措置を講じた上で園内に再設置する計画としてください。このうち、石塔（太陽と月）、石灯篭、
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五重塔については保管場所から運搬し園内に配置してください。それ以外は事業対象地に仮置きしてあ

ります。詳細は別紙５の明治公園に再設置する工作物一覧を参照してください。 

（５）特定公園施設の建設にかかる費用 

・ 特定公園施設の建設に要する費用は、公募対象公園施設、利便増進施設から見込まれる収益等及び

東京都の負担額により賄ってください。応募者は、①特定公園施設の建設に要する費用、②公募対象公

園施設、利便増進施設から見込まれる収益等からの充当額、③東京都に負担を求める額を提案してくだ

さい。収益等からの充当額により、できるだけ東京都負担を低減する提案としてください。 

・ 特定公園施設の建設に要する費用（設計費・工事監理費等含む）の上限は以下の金額とします。 

■特定公園施設の建設に要する費用の上限額： 576,000 千円 

（消費税及び地方消費税を含む。） 

・ 東京都が負担する額は、設計協議を経て、認定計画提出者から提出された最終的な設計内容とその工

事費内訳について、東京都が金額を精査確認（数量、単価設定等が適切かを確認するものとし、単価設

定については東京都が発注する標準単価を参考とする）した上で、東京都と認定計画提出者で協議し、

決定します。 

・ ①特定公園施設の建設に要する費用には、旧都営住宅の杭基礎等除却費を含みますので、提案額は

杭基礎等除却費を加えた額としてください。 

・ 支払いは全ての工事が完了し、検査に合格した後一括して行います。  

・ なお、当初予定工事費内訳に変更があった場合は、再度内訳書を提出してください。 

・ なお、原則として東京都からの負担額は認定計画提出者が③東京都に負担を求める額で提案した額を

上回ることはできません。 

 

８．利便増進施設の設置に関する事項 

（１）看板又は広告塔 

・ 事業対象地内に、地域における催し物に関する情報を提供するための看板又は広告塔（以下「看板等」

という。）を任意提案により設置することが可能です。文化、芸能、スポーツイベントの告知等地域における

催しに関する情報の提供を主たる目的として設置されるもので、地域住民の利便の増進に資するものとし

ます。 

・ 設置場所や規模等については、認定計画提出者の提案により協議の上決定するものとします。 

・ 看板等の設置に当たっては、占用許可を受け、東京都立公園条例施行規則に定める金額を東京都に納

入してください。 

（２）自転車駐車場 

・ 園内に公園利用者に限定しない自転車駐車場を設置することが可能です。ただし、自転車駐車場の設

置については、地域の活性化に資するものであり、関係機関等との協議が整った場合において設置でき

るものとします。 

・ 自転車駐車場から得られる収入は認定計画提出者の収入とすることが可能です。 

・ 設置場所や規模等については、認定計画提出者の提案により協議の上、決定するものとします。 
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■利便増進施設の占用許可使用料： 1,026 円／㎡・月 (令和 3 年 4 月 1 日時点) 

※東京都立公園条例施行規則の改正により、占用料が変更となった場合には、変更後の占用料により算

出します。 

９．都市公園の環境の維持及び向上措置 

・ 認定計画提出者から東京都への特定公園施設の引渡しが完  

了し、供用を開始する日から、指定管理者として管理運営を  

行っていただく予定です。指定管理者の管理運営業務の対  

象となる範囲は、右図に示す範囲より、公募対象公園施設を 

除いた範囲とします。 

・ 認定計画提出者は、指定管理業務として、別紙６の都立明治 

公園指定管理者管理運営要綱（案）に掲げられた業務を行っ   

てください。 

  ・ 指定管理者の選定は、令和 4 年度に行う予定です。     

・ 認定計画提出者より書類提出の上、外部委員を含む指定 

管理者選定委員会において、条例で定める指定の基準に照  

らし、提案内容が適切であり、申請団体が指定管理者にふさ  

わしいことを審査し、指定管理者の候補者として選定します。  

その後、令和４年東京都議会第四回定例会（予定）での  

議決を経て指定管理者の指定を行います。 

（１）管理運営経費等 

・ 指定管理業務に係る管理運営経費は、東京都から支払う指定管理料のほか、公募対象公園施設及び利

便増進施設からの収益等の還元を想定しています。 

・ 公園内の維持管理について、実施範囲及び実施内容を提案してください。維持管理の水準については、

都立明治公園指定管理者管理運営要綱（案）を踏まえ提案して下さい。実施に当たっては、事前に東京

都と協議を行ってください。 

・ 指定管理料は、上記図に示す管理運営業務対象範囲から、公募対象公園施設を除いた面積に応じて、

下記を上限額として決定し、東京都から支払います。 

・ また、管理運営経費について、業務ごとの費用内訳も提出してください。費用内訳には年度毎で必要な

修繕費を必ず含んでください。 

■指定管理料上限額： 23,128,853 円／年 

（消費税及び地方消費税を含む。）（令和 3 年度単価使用） 

※指定管理開始を予定している R5 年度の指定管理料は、物価変動等により変更になる場合があり

ます。 

・ 指定管理料は、指定管理者選定前に提出する事業計画書において提示のあった金額に基づき、年度ご

とに予算額の範囲内で指定管理者と協議を行い、年度協定を締結して支払います。なお、経費の不足

【管理運営業務対象範囲】 

  

管理運営業務 

対象範囲 

（公募対象公園施設 

を除く） 
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分は、指定管理者の負担となります。東京都は年度ごとに予算要求を行い、東京都議会の議決をもって

次年度の予算額を確定します。 

・ その他、施設の修繕や指定管理料（委託料）を用いない事業については別紙６の東京都立明治公園指

定管理者管理運営要綱（案）を参照してください。 

（２）業務の委託 

認定計画提出者は、第三者に対し指定管理業務の包括的委任を行うことはできません。ただし、認定計

画提出者が直接処理することが困難な場合又は委託することが本業務の遂行上合理的と認められる場合で

東京都の承認を受けたものについては、この限りではありません。 

（３）防災公園における指定管理者と地元区との連携について 

東京都は地元区との間で、避難場所となる都立公園における連携協力に関する基本協定書を結んでお

り、指定管理者はこの協定書に基づき、当該区において区と確認書を取り交わし、発災時及び平常時の連

携協力について定めることとしています。ついては、ここ明治公園も同様に新宿区及び渋谷区との基本協定

の対象とし、協定締結後に確認書を取り交わしていただくことを想定しています。 

（４）魅力向上事業の実施 

本事業は、公園整備、管理運営に留まらず、人々の交流を促進し、時代のニーズに応える魅力的な場と

なることを目指しています。そのため、ハード整備と合わせて、各ゾーンの特性を活かしたイベント等の開催

及びプロモーション活動など、当該地区の魅力を増進するためのソフト事業を提案してください。また、特定

公園施設や公募対象公園施設が一体となった事業展開や、都立明治公園の他の設置許可施設及び周辺

の地域活性化に取り組む団体や組織との積極的な連携についても検討してください。 

魅力向上事業に期待する効果及び提案条件に留意し、事業を実施してください。実施に当たっては、年

間計画書の提出など事前に東京都と協議をしてください。収益が発生する場合は占用許可を要する場合も

あります。 

①期待する効果及び提案条件 

  ・ 周辺地域全体の魅力度向上、にぎわいや集客性の向上を図ること 

  ・ 歩行者デッキ１号・２号の上部空間も積極的に有効活用すること 

  ・ 公園が恒常的に利用されること 

  ・ イベント等の実施に当たっては、一般の公園利用とのバランスに考慮すること 

②魅力向上事業として実施する業務 

 （ア）イベント等の実施 

   ・ イベント等の企画、実施してください。 

・ イベントの企画、実施等を検討するに当たっては、公園が公平性、安全性という公の施設としての重

要な要素を有していることを鑑み、公園利用者全体に対して適切かつ確実なサービスが提供できるよ

うにするとともに、認定計画提出者によるイベント等が公園を独占的に利用することにならないよう実

施回数等に配慮してください。 

 （イ）公募対象公園施設との連携事業 

・ 公募対象公園施設とその他の公園施設を一体的に活用した事業を実施してください。 

 （ウ）周辺施設と連携した運営 
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・ 公園内で開催されるイベント等の情報を共有するなど相互に連携を図ると共に、公園に近接する施

設と公園とが連携して取り組むことが出来る事業を企画、調整し、一体的に活用した事業を実施して

ください。 

 （エ）プロモーション活動（広報・宣伝） 

・ ホームページ等各種媒体を通じて、施設やイベントの情報を発信し、認知度の向上に努めてくださ

い。 

（オ）避難場所としての取組 

 ・ 避難場所の運営は地元区が主体で行うこととなっていますが、明治公園の指定管理者としての発災

時における取組の提案を行ってください。 

（カ）その他魅力向上につながる取組 

・ 日常的に散策や休憩などを楽しむ公園利用者に対して、居心地の良い空間を提供する取組を実施

してください。 

（５）指定の取消し等 

①指定の取消し及び業務停止命令 

認定計画提出者が東京都の指示に従わないとき、その他次のいずれかに該当するときは、その指定を

取り消し、又は期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命ずることがあります。 

（ア）認定計画提出者が、条例、規則、協定及び関係法令に違反したとき 

（イ）認定計画提出者が、正当な理由なく業務を履行しないとき、又は指定期間中に履行する見込みがな

いと東京都が判断したとき 

（ウ）認定計画提出者が、業務の履行に当たり、東京都の指示に従わず、又は東京都の職員の職務の執

行を妨げたとき 

（エ）「東京都が行う契約等からの暴力団関係事業者の排除に関する合意書」に基づく排除要請があった

とき 

（オ）認定計画提出者の経営状況の悪化等により管理業務を継続することが不可能又は著しく困難と判断

されるとき 

（カ）その他認定計画提出者が管理を継続することが適当でないと東京都が認めるとき 

②違約金等 

①に基づき、東京都が指定の取消し又は業務停止命令を行った場合は、必要に応じて、認定計画提

出者は当該年度の指定管理料の全部又は一部を返還するととともに、あらかじめ協定書において定めら

れた額を違約金として東京都に納付しなければなりません。また、認定計画提出者に損害、損失又は増

加費用が生じたとしても東京都はこれを負担しません。 

（６）その他の指定管理業務に関する事項 

別紙６の東京都立明治公園指定管理者管理運営要綱（案）を参照してください。 
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第３章 審査及び選定に関する事項 

１．公募の実施に関する事項等 

（１）応募者の構成 

応募できる者は、事業を行う法人その他の団体（以下「法人等」という。）又は複数の法人等によって構成さ

れる連合体（以下「連合体」という。）とします。連合体で応募する場合は、公募対象公園施設の設置者が代表

構成団体になり、代表構成団体が応募手続及び事業に必要な諸手続、その他の東京都との協議等を行うもの

とします。 

連合体で応募する場合には、次の事項を遵守してください。 

・ 代表構成団体及び構成団体の役割分担を明示してください。 

・ 公募対象公園施設の設置許可の相手方は代表構成団体となります。東京都立公園条例第５条に基づ

き、代表構成団体は東京都内に住所又は主たる事務所を有する必要があります。 

・ 設置した公募対象公園施設は、代表構成団体名義で登記をすることができます。なお、その経費につ

いては認定計画提出者の負担とします。 

・ 一つの連合体の代表構成団体又は構成団体は、別の提案を行う連合体の代表構成団体又は構成団

体や、単独の応募者となることはできません。 

・ 代表構成団体の変更は認めません。（都市公園法第５条の８に基づき、東京都の承認を受けて、別の

民間事業者に認定計画提出者が有していた計画の認定に基づく地位を承継する場合を除きます。） 

・ 事業開始前の構成団体の変更は認めません。 

・ ただし、代表構成団体以外の構成団体については、事業開始後から事業終了までの間、業務遂行上

支障がないと東京都が判断した場合、変更を認めることがあります。その場合には、東京都は必要に応

じ、認定計画提出者に書類の再提出等を求めることがあります。 

（２）応募資格 

応募者は、本事業の趣旨を理解し、事業実施に対する意欲が高く、必要な資力、信用、技術的能力、管理

能力、実績を有し、事業期間中にわたり事業実施が可能である者とし、次の条件を満たしている必要がありま

す。 

・ 応募者は法人等又は連合体に限ります。 

・ 連合体で応募する場合は、応募時に共同事業体等を結成し、代表構成団体を定めてください。 

・ 全ての応募法人等又は連合体の構成団体について、直近決算において債務超過でないこととします。 

・ 代表構成団体は、公募対象公園施設の設置許可を受け、特定公園施設を東京都に引渡し、かつ明治

公園の指定管理を受ける法人等として、公募対象公園施設及び特定公園施設の整備・管理運営につ

いて、当該業務を遂行する責務を負うこととします。なお、公募対象公園施設及び特定公園施設の整

備・管理運営については、代表構成団体自らが実施する、もしくは代表構成団体以外の構成団体に実

施させることとします。 

・ 代表構成団体は、東京都内に住所又は主たる事務所を有することとします。 

・ 公募対象公園施設のマネジメント業務の役割に当たる法人等又は連合体の構成団体のうち、少なくと

も１者は、提案する公募対象公園施設について、類似する施設のマネジメント業務実績を有することと

します。 
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・ 特定公園施設の管理運営業務の役割に当たる法人等又は連合体の構成団体のうち、少なくとも１者は、

都市公園又は都市公園と類似した施設について、管理運営業務実績を有することとします。 

（３）欠格事項 

次のいずれかに該当する法人等は応募することはできません。また、応募後、基本協定締結までに該当した

場合は応募資格を失うものとします。 

・ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第１項の規定により東京都の一般競争入札

に参加させることができないとされている者及び同条第２項の規定により東京都から一般競争入札に参

加させないこととされたもの 

・ 東京都から指名競争入札における指名停止措置を受けているもの 

・ 法人税、法人市町村税、法人都道府県民税、法人区市町村民税、固定資産税、消費税及び地方消

費税の滞納のあるもの 本店所在地の法人都道府県民税、法人区市町村民税、固定資産税並びに法

人税、消費税及び地方消費税の滞納のあるもの 

・ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）、民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）等により更生又は再

生手続を開始しているもの 

・ 東京都契約関係暴力団等対策措置要綱（昭和 62 年１月 14 日付 61 財経庶第 922 号）の別表に掲げ

る各号のいずれかに該当するもの 

・ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成 11 年法律第 147 号）第８条第２項第１

号の処分を受けている団体若しくはその代表者、主宰者その他の構成員又は当該構成員を含む団体 

（４）失格事項 

次の要件に該当した場合は、選定審査の対象から除外します。 

・ 提出書類に虚偽の記載があった場合 

・ 本要項に違反又は著しく逸脱した場合 

・ 提出期間内に提出書類等が提出されなかった場合 

・ 選定審査に関する照会、要求等を申し入れた場合 

・ その他、不正行為があった場合 

 

２．応募の手続き 

（１）公募設置等指針の配布 

①配布期間 

令和 3 年 3 月 31 日（水）から 5 月 28 日（金）まで 

②配布方法 

・ 東京都建設局ホームページ（「１５．問合せ先」）よりダウンロードしてください。 

・ 「１５．問合せ先」にて、土曜日、日曜日及び祝日を除く午前 10 時から正午まで及び午後２時から午後

５時までの間で配布も行いますが、マスクの着用等、新型コロナウイルス感染症への対策を取っていた

だくようお願いします。 

・ 人の移動や接触を避けるため、ホームページからのダウンロードによる入手を推奨いたします。 

・ 公募設置等指針に変更がある場合は、同ホームページにてお知らせします。 
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（２）現地説明会の開催 

現地説明会への参加には、以下のとおり事前申込みが必要です。説明会では現場をご確認いただき、質問

等は（３）のとおり後日受け付け、回答します。説明会に参加しなくても応募は可能です。 

なお、説明会の参加者は、本事業に参加する意向のある法人等または参加を検討している法人等に限りま

す。 

①日時 

令和 3 年 4 月 16 日（金）10 時から 15 時まで（雨天決行） 

②場所 

東京都庁会議室及び明治公園（事業対象地）（アクセス：都営大江戸線国立競技場駅 徒歩１０分） 

③事前申込の方法 

・ 参加を希望される場合は、4 月 7 日（水）17：00 までに現地説明会参加申込書（様式 11）により、「１５． 

問合せ先」まで電子メールにて提出してください。なお、参加者は１団体２名までとします。 

・ 電子メールの送信に当たっては、件名を「【応募者名】明治公園整備・管理運営事業 説明会申込」と

し、ファイル名を「【応募者名】様式 11 現地説明会参加申込書」としてください。 

・ 受信確認後、返信メールを送ります。4 月 14 日（水曜日）午後３時までに返信がなかった場合は、同日

午後６時までに電話で「１５．問合せ先」まで御連絡ください。 

・ 電話、FAX 及び来訪による申込は受け付けません。 

＜申込受付期間＞ 

 令和 3 年 3 月 31 日（水）から 4 月 7 日（水）17：00 まで 

（３）質問書受付及び回答 

①受付 

・ 本指針の内容に関して質問がある場合は、質問書（様式 12）により、「１５．問合せ先」まで電子メール

にて提出してください。 

・ 電子メールの送信に当たっては、件名を「【応募者名】明治公園整備・管理運営事業 質問提出」とし、

ファイル名を「【応募者名】様式 12 質問書」としてください。 

・ 受信確認後、返信メールを送ります。令和 3 年 4 月 28 日（水）正午までに返信がなかった場合は、同

日午後６時までに電話で「１５．問合せ先」までご連絡ください。 

・ 電話、FAX 及び来訪による質問や、受付期間外の質問は受け付けません。 

＜質問受付期間＞ 

令和 3 年 4 月 16 日（金）から同月 26 日（月）17：00 まで 

②回答 

令和 3 年 5 月 21 日（金）までに東京都建設局ホームページに回答を質問とともに掲載します。ただし、

質問が多数に及ぶ場合等は、回答を延期することがあります。回答内容については、本指針と同等の効

力を持つものとします。 

（４）応募登録 

本事業に応募するには、事前の応募登録が必要です。本事業に参加する意向のある法人等または参加を

検討している法人等の方は、事前に下記の期間に応募登録をしてください。 
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なお、応募登録者向けに、別途追加質問期間を設けます。追加質問期間については、応募登録者に個別

に連絡します。 

①応募登録受付期間 

令和 3 年 5 月 24 日（月）から同月 28 日（金）17：00 まで 

②提出方法 

 「１５．問合せ先」まで郵送（5 月 28 日（金）消印有効）又は持参により提出してください。 

（５）公募設置等計画の受付（応募書類の提出） 

①受付期間及び受付時間 

令和 3 年 8 月 30 日（月）から 9 月 3 日（金）まで 

午前 10 時から正午まで及び午後１時から午後５時まで 

②提出方法 

・ 事前に電話にて担当者の在席を確認の上、「（６） 提出書類」に示す各様式を必要部数揃えて、「１５． 

問合せ先」まで持参してください。 

・ 郵送、FAX、電子メール等、持参以外の方法による提出はできません。 

（６）提出書類 

・ 次に掲げる様式１から様式 10 までの書類を A４フラットファイル等にまとめて、正本１部、副本５20 部（複写

可）提出してください。上記に加えて、CD-R 等に格納した電子データを１部提出してください。 

・ 正本１部及び副本のうち４部については、代表構成団体、構成団体、その他協力団体を問わず社名を記載

してください。 

・ 副本のうち 16 部については、表紙、本文含め、全ての社名は業種名で表示し、特定できないようにしてく

ださい。(詳細は、副本(社名無) 様式３ 記入例を参照してください。) ロゴマーク等についても同様です。

なお、以下の表のとおり、定款、登記簿謄本等、一部の書類は添付不要です。 

・ 上記に加えて、CD-R 等に格納した電子データを１部提出してください。データは社名有、社名無それぞれ

の書類について提出してください。なお、財務諸表「貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、

キャッシュフロー計算書、注記等」（直近３年間）の写し、財務状況表(様式６)、各公園施設に関わる投資計

画及び収支計画(様式９)については、PDF に加え Word や Excel 等のデータも提出してください。 

・ 各種証明書については、３ヶ月以内に発行された原本に限ります。 

・ 応募受付後に、申請を辞退する場合には参加辞退届（様式 14）を提出してください。 
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書類の内容 様式 

提出部数 

正 副 

(社名有) 

副 

(社名無) 

１ 応募申込書 様式１ １ 4 - 

２ ア 誓約書 様式２－１ １ 4 - 

 イ 委任状 様式２－２ １ 4 - 

３ 事業体制表 様式３ １ 4 16 

４ 応募関連書類     

 ア 法人等の概要 様式４ １ 4 16 

 イ 定款、寄付行為又はこれに類するものの写し  １ 4 - 

 ウ 法人登記簿謄本（法人以外の場合はこれに類するもの）  １ 4 - 

 エ 印鑑証明書（３か月以内発行のもの）  １ 4 - 

 オ 役員名簿 様式５ １ 4 - 

 カ 本店所在地の法人都道府県民税、法人区市町村民税、固定

資産税並びに法人税、消費税及び地方消費税の納税証明

書（直近３か年分） 

 １ 4 - 

 キ 財務諸表「貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算

書、キャッシュフロー計算書、注記等」（直近３年間）の写し 

 １ 4 16 

 ク 事業報告書、事業計画書等 
※有価証券報告書を提出している場合は該当箇所の写しでもよい 

 １ 4 16 

 ケ 財務状況表 様式６ １ 4 16 

５ 応募資格関連書類     

 ア 公募対象公園施設等のマネジメント実績 様式７－１ １ 4 16 

 イ 公園施設又はこれに類する施設の維持管理業務実績 様式７－２ １ 4 16 

６ 公募設置等計画 様式８ １ 4 16 

 ア 全体計画 様式８-１ １ 4 16 

 ① 事業の実施方針 

② 全体基本構想 
    

 イ 公募対象公園施設に関する計画 様式８-２ １ 4 16 

 ① 公募対象公園施設の設置又は管理の目的 

② 公募対象公園施設の概要 

③ 公募対象公園施設の整備スケジュール、工事の時期、実施方法 

④ 関連図面 

    

 ウ 特定公園施設の建設に関する計画 様式８-３ １ 4 16 

 ① 特定公園施設の整備について 

② 特定公園施設の整備スケジュール、工事の実施方法 

③ 特定公園施設の管理について 

④ 関連図面 

     

 エ 利便増進施設の設置に関する計画 様式８-４ １ 4 16 

 オ 都市公園の環境の維持及び向上措置① 様式８-５ １ 4 16 
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３．応募に関するその他の留意事項 

（１）応募書類の作成及び提出 

応募書類の作成及び提出に当たっては、次の事項に留意してください。 

・ 使用する言語は日本語、単位はメートル法、金額は日本通貨とします。 

・ 応募に係る経費は全て応募者の負担とします。 

・ 応募の受付期間終了後は、内容の変更、再提出及び差し替えを認めません。 

・ 東京都から連絡した場合や、本要項に定められた手続を除き、審査委員及び本件業務に従事する東

京都職員、その他本件関係者に対しての接触を禁止します。接触の事実が認められた場合は、失格と

なる場合があります。 

・ 東京都が必要と認めるときは、追加書類の提出を求める場合があります。 

（２）応募書類の内容 

次のいずれかに該当する場合、応募書類は無効とします。 

・ 申請書類の提出方法、提出先、提出期限に適合しないもの 

・ 申請書類の作成様式に示された条件に適合しないもの 

・ 申請書類に記載すべき事項の全部又は一部の記載がされていないもの 

・ 申請書類に記載すべき事項以外の内容が記載されているもの 

・ 申請書類に虚偽の内容が記載されているもの 

（３）応募書類の取扱い 

・ 提出された応募書類は返却しません。 

 ① 応募者の取組姿勢 

② 維持管理の方針 

③ 運営管理の方針 

    

 カ 都市公園の環境の維持及び向上措置② 様式８-６ １ 4 16 

 ① 魅力向上事業に対する考え方 

② 取組内容 

③ ターゲット層、事業実施により期待される効果 

    

 キ 事業実施体制 様式８-７ １ 4 16 

 ① 応募者の管理運営能力・実績 

② 事業実施体制 

③ 公募対象公園施設及び特定公園施設を含む明治公園の管理体制 

④ 事業スケジュール 

⑤ 資金計画、収支計画 

⑥ リスクへの対応 

    

 ７ 資金計画及び収支計画 様式９ １ 4 16 

８ 価額提案書 様式 10 １ 4 16 

９ 現地説明会参加申込書 様式 11 １   

10 質問書（質問がある場合に提出） 様式 12 １   

11 応募登録申込書 様式 13 １   

12 参加辞退届（応募を辞退する場合に提出） 様式 14 １   
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・ 応募書類の著作権は応募者に帰属します。ただし、東京都が審査結果の公表時及びその他必要と認

める場合には、東京都個人情報の保護に関する条例（平成２年東京都条例第 113 号）の範囲において、

その一部又は全部を無償で使用及び公表できるものとします。 

・ 応募者の申請書類に著作権の対象となるものがある場合、著作権は設置等予定者として決定した時

から東京都に帰属します。 

 

４．審査の方法及び手順 

設置等予定者の選定は、東京都が都市公園法第 5 条の 4 第 1 項に基づき、全ての公募設置等計画の審

査を行い、その審査を通過した計画について、都市公園法第 5 条の 4 第 2 項に基づき評価を行う二段階で実

施します。 

（１）第一次審査（資格審査） 

提出された全ての公募設置等計画等について、都市公園法第 5 条の４第 1 項に基づき、以下の点に

ついて審査します。 

① 参加資格の確認 

応募者が参加資格の要件を満たしていない場合には、失格とする。 

② 法令遵守に関する審査 

公募設置等計画等の内容が法令その他東京都の示す基準を満たしていない事項がある場合に

は、失格とする。 

③ 公募設置等指針に照らし適切なものであることの審査 

公募設置等計画等が本指針に照らし、適切であるか、東京都が示す仕様を適切に実施できるかど

うかを書面審査するものとする。なお、記載されている事項について、内容確認又は調査を実施する

場合がある。審査の内容は以下のとおりとする。 

・ 公募設置等計画が、本指針で示した目的や場所等と適合していること 

・ 記載すべき事項が示されていること 

・ 認定期間中の建設、運営の確実性が、提出された資料により見込めること 

・ 特定公園施設の建設に係る負担額の上限額と、価額提案書に記載されている提案額を比較し、

提案額が上限額を超える場合には、失格とする 

・ 設置許可使用料の最低額と、価額提案書に記載されている提案額を比較し、提案額が最低額を

下回る場合には、失格とする。 

（２）第二次審査（プレゼンテーション審査） 

第一次審査を通過した提案について、東京都が設置する選定委員会において、５．評価基準に沿って

審査を行います。 

選定委員会の委員は以下のとおりです。 
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氏 名 所 属 等 

楓 千里 國學院大学研究開発機構教授 

髙橋 克典 公認会計士 新創監査法人代表パートナー 

水庭 千鶴子 東京農業大学地域環境科学部造園科学科教授 

三友 奈々 日本大学理工学部土木工学科助教 

（五十音順、敬称略） 

応募者は、選定委員会において、提案内容に関するプレゼンテーションを実施します。プレゼンテーシ

ョンの日時及び場所は、第一次審査を通過した応募者に対して、事務局から連絡します。なお、プレゼン

テーション時は社名が特定できないようにしてください。 

全参加者のプレゼンテーション終了後に、審査委員による審査及び採点を行い、最高得点の者を最優

秀提案として選定します。 

なお、応募者が多数の場合は、プレゼンテーション審査に先立ち提出された書類のみで審査を行い、

対象者を５者程度に絞ることがあります。 

・ 審査時間は、準備時間５分、プレゼンテーション 15 分 、質疑応答 20 分の予定です。 

・ 出席者は４名までとし、連合体の場合は代表構成団体から必ず１名は参加するようにしてください。 

・ プレゼンテーションは、当初の提案に基づき実施することとし、提案書に記載のない事項を新規に提

案することはできません。 

・ プレゼンテーション用の資料等には、代表構成団体、構成団体、その他協力団体を問わず、全ての

社名は業種名で表示し、特定できないようにしてください。ロゴマーク等についても同様です。 

・ プレゼンテーション用の資料はパワーポイント形式を原則とし、作成したデータを CD－R または

DVD-R で事前に提出してください。提出日は第一次審査結果と合わせて通知します。PC、プロジェ

クター及びスクリーンは事務局で準備します。なお、プレゼンテーションの際にはパワーポイント以外

に、模型・パネル等の持ち込みも可能です。 
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５．評価基準 

評価項目 主な評価の視点 配点 

項目１ 

基本方針 

（２０点） 

１－１ 基本方針 

・「都立明治公園の整備計画」に示す目的、方針等を十分に理解し、それに合致した提案がされているか 

・官民連携による整備手法により、高い経済的波及効果や魅力度向上の実現を目指す提案がされている  

か 

・「みどりと水景観の創出」「地域のにぎわい創出」という計画コンセプトを踏まえた提案がされているか 

・人々の交流を促進し、時代のニーズに応える魅力的な場となるような提案がされているか 

・公園を拠点とした地域の回遊性を高め、まちに活力を生み出す提案となっているか 

20 

項目２ 

企画提案

の内容 

（1２0 点） 

２－１ 公募対象公園施設 

・周辺環境と調和しつつ、明治公園のシンボルとなるような施設計画となっているか 

・明治公園という空間を生かした、公園利用者が屋内外で快適に飲食を楽しむことができる施設となってい 

るか 

・アクティビティーやリラクゼーションを提供する施設は、地域特性やニーズに対応した魅力的な提案がさ

れているか 

・ユニバーサルデザインやバリアフリーに配慮し、子どもから高齢者まで幅広い世代に加え、障がい者や外

国人など、 多様な人々が気軽に利用できる施設となっているか 

・特定公園施設と一体的に計画され、相乗的に魅力を高める提案がされているか 

30 

２－２ 特定公園施設 

・地域コミュニティの中心であると共に、多世代交流の場となる広場空間が創出されているか 

・周辺の緑と調和するみどりや、広場と一体となった誰もが親しめる水景観が創出されているか 

・周辺地域の個性や特性を活かした公園施設の配置及び周辺施設との回遊性に配慮した動線となってい

るか 

・避難場所の機能が効果的に発揮できる提案がされているか。 

30 

２－３ 管理運営業務 

・公園利用者にホスピタリティ溢れる質の高い空間を提供し、周辺地域を含めた魅力向上につながる管理

運営計画となっているか                                    

・公園利用者及び公園周辺地域の意見を把握した継続的な満足度の向上を目指す内容となっているか 

・公園利用者の安全・安心に配慮するとともに、災害時の避難場所としての機能を踏まえた管理運営計画

となっているか 

・公園施設の点検、補修の実施手法、急を要する補修への対応策の提案がされているか 

30 

２－４ 継続的な魅力度向上 

・公園周辺地域との連携による地域の魅力度向上、にぎわいや集客性の向上に関する提案がされている

か 

・日常的に散策や休憩などを楽しむ公園利用者に対して、居心地の良い空間を提供する提案がされてい

るか 

・歩行者デッキ 1 号・2 号の上部空間を活用するなど周辺から人を呼び込む提案がされているか 

・長期に渡る事業期間において、来場者数や嗜好の変化に合わせ、継続的な改善を行う運営計画となっ

ているか 

30 

項目３ 

実施体制 

（４０点） 

３－１ 応募者に関する事項 

・経営状況の健全性、十分に実行力のある事業実施体制を構えているか 

・同種施設への十分な経営実績、運営実績があるか 
10 

３－２ 事業全体の運営計画 

・設置等予定者の指定から事業開始、事業終了まで実現性の高い事業計画の企画となっているか 

・事業期間を通した適正な人員配置・異動の計画、職員への研修、マニュアルの作成が計画されているか 
10 

３－３ 事業の収支計画 

・施設整備における事業収益と公的資金の活用の考え方の妥当性及び実現可能性があるか 

・提案する事業期間及び事業内容に対する、妥当な収益及び支出の算定となっているか 

・収支計画において、あらゆるリスクを想定し、事業継続性が充分に確保されているか 
20 

項目５４ 

提案価格 

（２０点） 

４－１ 施設整備に係る整備費 

特定公園施設の建設に要する費用のうち、都が負担する額 10 
４－２ 公園施設設置等使用料に係る提案価格 

公募対象公園施設に係る使用料の額 10 

計 200 
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６．選定委員会の委員等への接触禁止等 

東京都から連絡した場合や、本要項に定められた手続を除き、選定委員及び本件業務に従事する東京都

職員、その他、本件関係者に対しての接触を禁止します。接触の事実が認められた場合は、失格となる場合が

あります。 

 

７．設置等予定者の決定等 

選定委員会は、各選定委員の採点の総合計を比較し、最高得点を得た公募設置計画等の提出者を設置等

予定者候補として、二番目に高い得点を得た公募設置等計画等の提出者を次点として選定します。 

審査の結果によっては、設置等予定者候補、次点の両方又は次点について、該当者なしとする場合があり

ます。 

東京都は、選定委員会の選定結果を踏まえ、設置等予定者及び次点を決定します。 

 

８．選定結果の通知及び公表 

選定結果は、速やかに応募者（連合体の場合は代表構成法人）に以下のとおり通知することとし、電話等に

よる問合わせには応じません。 

・ 一次審査の結果は、令和 3 年 9 月下旬頃、メールにて通知 

・ 二次審査の結果は、令和 3 年 10 月下旬頃、書面にて通知 

選定結果は審査講評（概要）と合わせて、東京都建設局ウェブサイトへの掲載により公表します。審査内容

及び審査結果に関する問合わせ、異議等については一切応じません。 

なお、選定結果や公募設置等計画等の概要については、東京都の記者クラブに加盟する報道機関への資

料提供、情報公開条例に基づき公開することがあります。 

 

９．公募設置等計画の認定 

東京都は設置等予定者候補と協議を行い、公募設置等計画の認定をします。これにより、設置等予定者は

認定計画提出者となります。 

認定に当たっては、選定委員会での意見等を踏まえ、必要に応じて東京都と設置等予定者との調整により、

設置等予定者が提出した公募設置等計画を一部変更した上で、変更後の公募設置等計画を認定する場合も

あります。 

なお、認定後、協議を進める中で、関係者等との協議が整わなかった場合などは、計画内容を変更していた

だく場合があります。 

万一、東京都が設置等予定者候補の提出した公募設置等計画の認定に至らなかった場合や公募設置等

予定者候補が辞退した場合は、次点の候補者が繰り上がるものとします。このことにより設置等予定者候補に

損失が生じても、東京都はその損失を補償しません。また、設置等予定者候補は東京都に対し、一切の補償

を請求しないこととします。 

 

１０．認定公募設置等計画の変更 

公募設置等計画の認定後、各種調査、関係者調整等を実施した上で、詳細な事業計画を策定した結果、

認定公募設置等計画を変更せざる得ない場合は、認定計画提出者は東京都と協議の上、認定公募設置等計

画の変更の申請を行うことができます。 
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東京都は、都市公園法第 5 条の 6 第 2 項第 1 号及び第 2 号で規定する基準に適合すると認められる場合

に限り、変更の認定を行います。 

 

１１．契約の締結等 

東京都と認定計画提出者の間で、以下の契約手続き等を行います。 

（１）基本協定 

本事業の円滑な実施のため、東京都が認定した公募設置等計画に基づき、本事業を実施するための基本

的な事項について定めた「明治公園整備・管理運営事業基本協定」（以下「基本協定」という。）を締結します。 

（２）実施協定 

基本協定の締結後、東京都と認定計画提出者との間で本事業の実施に向けた協議を行い、事業実施条件

や認定計画提出者の権利、義務等について定めた「明治公園整備・管理運営事業実施協定」（以下「実施協

定」という。）を締結します。 

（３）特定公園施設の引渡し                                                                                                                             

特定公園施設の整備とそれに伴う既存施設等の撤去・移設等に係る一切の工事については、一旦、認定計

画提出者の負担において施工し、原則として令和 5 年１０月までに工事を完了し、東京都が実施する完了検

査を受けてください。完了検査に合格した後、東京都に引渡してください。引渡しに伴い、完成図書を提出して

ください。また、完成図書に基づき、都市公園台帳資料を作成してください。 

（４）明治公園（事業対象区域）の指定管理者の指定 

東京都は、明治公園（事業対象敷区域）について、公園管理を行う者として認定計画提出者を「指定管理

者」に指定することを予定しています。ただし、指定管理者の指定について、指定管理者選定委員会での審査

を経て、令和４年 12 月（予定）の令和４年東京都議会第四回定例会による議決が必要となります。 

 

１２．リスク分担等 

（１）リスク分担 

本事業の実施における主なリスクについては、以下の負担区分とします。リスク分担に定めのない内容が生

じた場合は、東京都と認定計画提出者が協議の上、負担者を決定するものとします。 
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リスクの種類 内容 

負担者 

東京都 
認定計画提

出者 

法令変更 
認定計画提出者が行う整備・管理運営業務に影響のある法令

等の変更 
協議事項 

第三者賠償 
認定計画提出者が工事・維持補修・運営において第三者に損

害を与えた場合 
 ○ 

物価 
設置等予定者決定後のインフレ、デ

フレ 

特定公園施設の維持

管理・運営 
 ○ 

金利 設置等予定者決定後の金利変動 
特定公園施設の維持

管理・運営 
 ○ 

不可抗力 
自然災害等による業務の変更、中

止、延期、臨時休業※1 

特定公園施設 協議事項 

公募対象公園施設  ○ 

土壌汚染 本公園において土壌汚染が発見された場合※2 協議事項 

地中埋設物 新たに発見された地中埋設物等による建設工事の中止・延期  〇 

資金調達 必要な資金確保  ○ 

事業の中止・延期 

東京都の責任による中止・延期 ○  

認定計画提出者の責任による中止・延期  ○ 

認定計画提出者の事業放棄・破綻  ○ 

申請コスト 申請費用の負担  ○ 

引継コスト 施設運営の引継ぎ費用の負担  ○ 

施設競合 競合施設による利用者減、収入減  ○ 

需要変動 当初の需要見込みと異なる状況  ○ 

運営費の増大 
東京都以外の要因による運営費の増大  ○ 

東京都の責による運営費の増大 ○  

施設の修繕等 

(特定公園施設) 
施設、機器等の損傷※3 ○ ○ 

施設の修繕等 

（公募対象公園施設） 
施設、機器等の損傷  ○ 

債務不履行 
東京都の協定内容の不履行 ○  

認定計画提出者の事由による業務又は協定内容の不履行  ○ 

性能リスク 東京都が要求する業務要求水準の不適合に関するもの  ○ 

損害賠償 
施設、機器等の不備による事項  ○ 

施設管理上の瑕疵による事項  ○ 

警備リスク 認定計画提出者の警備不備によるもの  ○ 

運営リスク 
施設、機器等の不備又は、施設管理上の瑕疵並びに火災等

の事故による臨時休館等に伴う運営リスク 
 ○ 
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※1 自然災害（地震・台風等）等不可抗力への対応 

○災害により施設が損傷した場合は、認定計画提出者で応急復旧を行ってください。 

○特定公園施設、公募対象公園施設が復旧困難な被害を受けた場合、東京都は、認定計画提出者に対して当

該施設等に関する業務の停止を命じることがあります。 

○震災発生時に、明治公園を避難場所として使用する場合など災害対応のために必要な場合、東京都は、認定

計画提出者に対して公募対象公園施設の業務の一部又は全部の停止を命じることがあります。 

○業務の一部又は全部の停止を命じた場合であっても、東京都は認定計画提出者の運営する公募対象公園施

設の休業補償は行いません。 

※2 土壌汚染に関する調査の費用負担は認定計画提出者とする。調査の結果、汚染物の除去が必要となった

場合の費用については東京都と認定計画提出者で協議する。 

※3 特定公園施設の修繕については別紙６の都立明治公園指定管理者管理運営要綱（案）の施設の修繕のと

おりとします。 

（２）損害賠償責任 

・ 本業務の実施に当たり、認定計画提出者の故意又は過失により、東京都又は第三者に損害を与えたとき

は、認定計画提出者がその損害を、東京都又は第三者に賠償するものとします。 

・ また、東京都は、認定計画提出者の故意又は過失により発生した損害について、第三者に対して賠償を

行った場合、認定計画提出者に対して、賠償した金額及びその賠償に伴い発生した費用を求償すること

ができるものとします。 

・ 特定公園施設内での事故に関する賠償保険については、指定管理者である認定計画提出者が加入す

るものとします。 

 

１３．事業破綻時の措置 

・ 認定計画提出者は、認定された公募設置等計画の有効期間内に事業が破綻した場合、都市公園法第５

条の８に基づき、東京都の承認により別の民間事業者に事業を承継するか、認定計画提出者の負担によ

り、公募対象公園施設を撤去し、原状回復して返還してください。 

・ なお、認定計画提出者が公募対象公園施設の撤去を行わない場合、東京都は、認定計画提出者に代

わり撤去工事を行い、その費用を認定計画提出者へ請求します。 

 

１４．法規制等 

・ 公募設置等計画の内容は、都市公園法、東京都立公園条例、東京都立公園条例施行規則、消防法、

都市計画法、駐車場法（昭和 32 年法律第 106 号）、景観法（平成 16 年法律第 110 号）、屋外広告物法

（昭和 24 年法律第 189 号）及びその他各種関係法令等を遵守してください。 

・ 事業の実施に当たり必要な許認可の取得や手続きについては、認定計画提出者の負担により実施してく

ださい。 

 

１５．問合わせ先 

東京都建設局公園緑地部公園課利用促進担当 

住 所： 〒163-8001 東京都新宿区西新宿二丁目８番１号 東京都庁第二本庁舎５階北側 



32 

 

電 話 番 号： 03-5320-5168 

電 子 メ ー ル： S0000381@section.metro.tokyo.jp 

公募関連 URL： https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/jigyo/park/tokyo_kouen/meijiyoyogi2.html 

 

【添付資料】 

別紙１       杭基礎等撤去図面 

別紙２       事業対象地現況平面図 

別紙３       オリーブの木 

別紙４       インフラ埋設図 

別紙５       明治公園に再設置する工作物一覧 

別紙６       都立明治公園指定管理者管理運営要綱（案） 

別紙６-別添１   維持管理の手引き 

別紙６-別添２   防災関連施設の維持管理手引き 

別紙７       歩行者デッキ図面 

別紙８       明治公園整備・管理運営事業基本協定書（案） 

別紙９       事業対象地柱状図 
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